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動向調査票　項目 現行調査票　項目 変更理由

（営業状況調査票）

（営業状況調査票）

・事業主のより実感に近い経営判断を把
握し、売上高の実額と比較することによ
り、個人企業の置かれた現状を的確に把
握する。

・四半期調査項目としたため、記入者負
担の軽減のため、理由についての部分を
廃止する。

・経営状況に関する事業主の総合的判断
を四半期毎に把握する。

参考２-3
個人企業経済調査　調査項目新旧比較（動向調査票）

１ 業況の水準

( 2) 前期と比較した水準

( 3) 前年同期と比較した水準

( 4) 来期の見通し

好転 不変 悪化

良い 普通 悪い

( 1) 今期の水準

２ 売上金額

( 1) 前期と比較した売上金額

( 2) 前年同期と比較した売上金額

( 3) 来期の見通し

増加 不変 減少
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動向調査票　項目 現行調査票　項目 変更理由

・事業主のより実感に近い経営判断を把
握し、営業利益の実額と比較することに
より、個人企業の置かれた現状を的確に
把握する。

・四半期調査項目としたため、記入者負
担の軽減のため、理由についての部分を
廃止する。

（営業状況調査票）

（営業状況調査票）

・棚卸を毎期行っている個人企業はほと
んどないことから、前年同期の在庫状況
との比較は困難であるため廃止する。

３ 営業利益

( 1) 前期と比較した営業利益

( 2) 前年同期と比較した営業利益

( 3) 来期の見通し

増加 不変 減少

４ 製品･商品･原材料の在庫状況

・今期の在庫状況について

記入してください

過剰 適正 不足

ふだん在庫はない
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動向調査票　項目 現行調査票　項目 変更理由

・四半期毎に、人手の過不足の状況を的
確に捉える。

（営業状況調査票）

・四半期調査項目としたため、記入者負
担の軽減のため、理由についての部分を
廃止する。

５ 資金繰りの状況

( 1) 前期と比較した状況

( 2) 前年同期と比較した状況

好転 不変 悪化

６ 今期の雇用状況

・今期の人手の過不足に

ついて記入してください

過剰 適正 不足



4

動向調査票　項目 現行調査票　項目 変更理由

・青色専従者は青色申告の際の特別控除
であり、事業経営上の従業者数として青
色専従者をとらえる必要はないので廃止
する。

・記入負担の軽減のため、男女の別を廃
止する。

・記入者の負担軽減から、四半期毎の動
向調査票では、「常用雇用者」と「臨時
雇用者」を一括した「雇用者数」のみを
把握する。

（営業収支調査票）

（企業票）

人

人

( 1) 家族従業者数

( 2) 雇用者数

７ 従業者数

・事業主と生計を共にしている家族で事業

に従事している人の数を記入してください

・パート アルバイトを含む雇用して

いる人の数を記入してください

今期末の給料日における人数を記入

してください

・給料を支払っていても 事業主と生計を共

にしている家族であれば 家族従業者とし

ます
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動向調査票　項目 現行調査票　項目 変更理由

・記入者の負担の軽減から、「たな卸の
評価方法」は廃止する。

・記入者負担の軽減から、「現金仕
入」、「掛仕入」の区分を廃止する。

・前年同期の金額については、研究調査
の結果、９割強の事業所で記入されてお
り、調査することは可能である。

・前年同期の金額については、研究調査
の結果、９割強の事業所で記入されてお
り、調査することは可能である。

・同一事業所に前年同期の仕入金額を調
査することで、同じ事業所により前年同
期比を比較することが可能となる。

・同一事業所に前年同期の売上金額を調
査することで、同じ事業所により前年同
期比を比較することが可能となる。

（営業収支調査票）

・記入者負担の軽減から、「現金売」、
「掛売」の区分を廃止する。

（営業収支調査票）

（営業収支調査票）

８ 売上金額及び仕入金額

( 1) 売上金額

ア 今期３か月間

千

,

百万

千円

億

イ 前年同期の３か月間
千

,

百万

千円

億

( 2) 仕入金額
千

,

百万

千円

億

ア 今期３か月間

千

,

百万

千円

億

イ 前年同期の３か月間

９ 棚卸高
千

,

百万

千円

億
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動向調査票　項目 現行調査票　項目 変更理由

・記入者の負担及び簡素合理化の観点か
ら、四半期毎に調査する必要のある項目
に限定する。

（営業収支調査票）

・家族従業者 青色事業専従者に支払った給料賃金は含めません

・家計と営業で共通の場合は あん分し 営業用の分のみを記入してください

・耐用年数が１年未満又は取得価額が10万円未満の 工具 器具 備品などは 営業経費に含めます

10 営業経費

( 1) 営 業 経 費

租税公課 荷造運賃 水道光熱費 交通通信費 広告宣伝費 接待交際

費 損害保険料 修繕費 消耗品費 福利厚生費 給料賃金 外注工賃

利子割引料 地代家賃 その他の賃借料 雑費など

( 2) うち 利子･割引料
利子･割引料とは 借入金の支払利息 手形の割引

料などをいい 上欄の営業経費にも含まれます

千

,

百万

千円

億

千

,

百万

千円

億
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動向調査票　項目 現行調査票　項目 変更理由

・記入者の負担軽減の観点から、四半期
調査である動向調査票では、給与賃金の
合計のみ調査する。

・記入者の負担軽減のため、項目を簡素
化する。

（営業収支調査票）

（営業収支調査票）

( 1) 建物 建物付属設備

12 設備投資

( 2) 車両 機械 工具 器具 備品

( 3) 土地購入

( 4) 土地の整備
千

,

百万

千円

億

千

,

百万

千円

億

千

,

百万

千円

億

千

,

百万

千円

億

11 給料賃金

・給与 賞与のほか 通勤費などの合計金額を記入してください

・家族従業者 青色事業専従者に支払った給料賃金は含めません

・家事手伝い 家政婦などに支払った人件費は含めません

・現物支給した 商品･製品などは 時価で見積もり含めます

・パート アルバイトに支払った給料賃金も含めます

千

,

百万

千円

億
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個人企業経済調査　調査項目新旧比較（構造調査票）

構造調査票　項目 現行調査票　項目 変更理由

・個人企業の継続状況、現在の事業の継
続状況・転換状況及び現在の事業を開始
してからの事業所の移転状況を把握す
る。

・規制緩和等によりスーパーを中心に営
業時間が延長しているため、個人企業に
おける営業時間の実情を新たに把握す
る。

（営業収支調査票）

２ 営業(操業)日数及び時間

( 1) １年間の営業( 操業) 日数 ( 2) １日の平均営業( 操業) 時間

時間日

昨年１年間について記入してください

( 2) 現在の事業を開始した時期

１ 開設時期

( 1) この場所で事業を始めた時期

昭 和 2 9 年 以 前

昭 和 30～ 39年

昭 和 40～ 49年

昭 和 50～ 59年

昭 和 60～平成元年

平成 年

平成の場合は 年を右づめで記入してください

昭 和 2 9 年 以 前

昭 和 30～ 39年

昭 和 40～ 49年

昭 和 50～ 59年

昭 和 60～平成元年

平成 年
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構造調査票　項目 現行調査票　項目 変更理由

・土地・建物の借料は、営業収益に影響
を与えているため、土地及び建物の所有
形態を把握する必要がある。

・なお、営業用の面積は、記入者の負担
軽減の観点から廃止する。

・個人事業所の商業構造に及ぼす影響を
的確に把握するため新設する。

・事業主の高齢化を把握するために新設
する。（平成７年３月統計審議会答申
「統計行政の新中・長期構想」の指摘に
よる）

・事業主の高齢化、後継者難を把握する
ために新設する。（平成７年３月統計審
議会答申「統計行政の新中・長期構想」
の指摘による）

・新中・長期構想では、「フランチャイ
ズ」とされていたが、チェーン化を幅広
く把握する。

（企業票）

（企業票）

・記入者の負担軽減の観点から、帳簿の
有無は廃止する。

３ 営業用土地・建物の所有形態

( 1) 土地について

自己所有 借 用

自己所有 借 用

( 2) 建物について

５ 納税申告の形態

青色申告 白色申告

い る いない

７ 後継者の有無

６ 事業主の年齢

30～39歳

40～49歳

70～79歳50～59歳

60～69歳 80歳以上30歳未満

昨年12月31日現在の年齢で記入してください

４ チェーン組織への加盟

加盟している 加盟してない

チェーン組織とは フランチャイズチェーン
及び ボランタリーチェーン をいいます

チェーン組織への加盟予定 なしあり
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構造調査票　項目 現行調査票　項目 変更理由

・掛売金は、年末までに回収されること
が多いため、１２月末日で調査する事項
としては必要性が低い。このため、簡素
合理化の観点から廃止する。

・動向調査票では四半期の金額を把握
し、構造調査票では年計を把握する。
(以下同じ。)

・期首の棚卸額を把握するため、前年末
の棚卸を調査する。

・記入者の負担軽減のため、棚卸の評価
方法は廃止する。

（営業収支調査票）

（営業収支調査票）

（営業収支調査票）

８ 売上金額及び仕入金額

( 1) 売上金額
千

,

百万

千円

億

( 2) 仕入金額
千

,

百万

千円

億

９ 棚卸高
( 1) 12月末日の棚卸高 ( 2) 前年の 12月末日

の棚卸高
千

,

百万

千円

億 千

,

百万

千円

億
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構造調査票　項目 現行調査票　項目 変更理由

（営業収支調査票）

・構造調査票で必要な営業経費科目を、
青色申告で記入する科目と同一にし、記
入者の負担軽減を図る。

・減価償却費は、現行調査票の営業経費
の合計から除かれており、従来の結果と
の整合性を図るため、調査項目に加え
る。

10 営業経費

ア 租 税 公 課

キ 利子割引料

ク 地 代 家 賃

イ 損害保険料

ウ 減価償却費

カ 外 注 工 賃

エ 福利厚生費

( 1) 営業経費の合計金額

( 2) 営業経費のうち 次に掲げる科目

家計と営業で共通の場合は あん分し 営業用の分のみを記入してください

ケ 賃 借 料

機械 貸植木などの
リース料等

営業経費の合計金額は 従業員(パート・アルバイト含む)
の給料賃金を含めた金額を記入してください

オ 給 料 賃 金

家族従業者 青色事業専従者に支払った給料賃金は含めません

千

,

百万

千円

億

千

,

百万

千円

億

千

,

百万

千円

億

千

,

百万

千円

億

千

,

百万

千円

億

千

,

百万

千円

億

千

,

百万

千円

億

千

,

百万

千円

億

千

,

百万

千円

億

千

,

百万

千円

億

家族従業者 青色事業専従者に支払った給料賃金は
含めません
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構造調査票　項目 現行調査票　項目 変更理由

・記入者の負担軽減のため、項目を簡素
化する。

（営業状況調査票）

（営業収支調査票）

11 設備投資

( 1) 建 物 建 物 付 属 設 備

千

,

百万

千円

億

千

,

百万

千円

億

( 2) 車両 機械 工具 器具 備品

( 3) 土 地 購 入

( 4) 土 地 の 整 備

千

,

百万

千円

億

千

,

百万

千円

億
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構造調査票　項目 現行調査票　項目 変更理由

（営業収支調査票）

（営業状況調査票）

・青色専従者は青色申告の際の特別控除
であり、事業経営上の従業者数として青
色専従者をとらえる必要はないので廃止
する。

・パート･アルバイトを独立して調査す
ることで、個人事業所の実態をより細か
く把握する。

・個人企業においては従業者のいない事
業所が多いため、簡素合理化の観点から
簡略化する。

ア 家族従業者

ウ 臨時雇用者

イ 常用雇用者

うち パート アルバイト

12 従業者数及び給料賃金
( 1) 従業者数 ( ２) 給料賃金

人

(1月から12月までの１年間の合計)(12月の給料支払日の人数)

事業主と生計を共にしている家族で 事
業に従事している人の数

人

人

人

家族従業者に支払われた給料賃金は
記入する必要ありません

期間を定めずに 若しくは１か月以上雇
用する人の数

雇用期間が１か月以内 又は 日々雇用し
ている人の数

千

,

百万

千円

億

千

,

百万

千円

億

千

,

百万

千円

億

13 従業者の採用･離職状況 １月から12月までの１年間の総採用者数と総離職者数を記入してください

( 1) 総採用者数 ( 2) 総離職者数
人 人
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構造調査票　項目 現行調査票　項目 変更理由

・最も重要なものを1つだけ選択するこ
とで、項目間でウエイトを付ける。

・各問題点の選択肢を変更し、記入者負
担の軽減を図る。

（営業状況調査票）

・零細な個人企業への普及状況を把握す
る。

・フリー記入欄を設け、時節に適応した
選択項目となるよう、随時見直しを行う

15 事業経営上の問題点 該当するものすべてに「○」を記入してください
また そのうち最も重要な項目一つに「○」を記入してください。

( 1) 大手企業 同業者との競争の激化

( 2) 需要の停滞( 売上げの停滞 減少)

( 3) 製品 商品ニーズの変化への対応

( 4) 建物 設備の狭小 老朽化

( 5) 資金繰りの悪化

( 6) 従業員の確保難 人材不足

( 7) 人件費の増加

( 8) 後継者難

( 9) 原材料価格 仕入価格の上昇

( 10) 販売価格の低下 値引き要請

( 11) 家賃 地代の上昇

該当するもの 最も重要なもの
(複数選択可) (一つだけ選択)

他に 問題点があれば右の枠内に記入してください

14 パーソナルコンピュータの所有

( 2) インターネットに接続している パーソナルコンピュータはありますか

導入する予定はない導入を考えている

( 1) 事業で パーソナルコンピュータを使用していますか

ある ない

使用していない使用している

インターネットへの

接続を考えている

インターネットへの

接続は考えていない

昨年12月末時点について記入してください
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構造調査票　項目 現行調査票　項目 変更理由

・選択肢の文言を一部修正。

（営業状況調査票）

・個人事業所の商業構造に及ぼす影響を
的確に把握するために新設する。

事業の拡大 店舗の増設を図りたい

経営の多角化を図りたい

事業の専門化を図りたい

事業の規模を縮小したい

該当する主な項目一つを選び「○」を記入してください

転業したい

休業したい

廃業したい

現状のままでよい

16 今後の事業展開

事業の共同化 協業化 チェーン組織
への加盟を図りたい

その他 下の枠内に記入してください

17 法人化の予定

ない ある 未定
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構造調査票　項目 現行調査票　項目 変更理由

・記入誤りを防止するために、調査票の
設計を変更する。

（営業資産・負債調査票）

（営業資産・負債調査票）

・たな卸資産は、他の調査項目（９
(1)）で調査しており、重複するため削
除する。

18 営業上の資産及び負債

ア 現 金

イ 預 金

ウ 受取手形

エ 売 掛 金

オ 前 払 金

カ 貸 付 金

キ そ の 他

(1) 営業上の資産
千

,

百万

千円

億

千

,

百万

千円

億

千

,

百万

千円

億

千

,

百万

千円

億

千

,

百万

千円

億

千

,

百万

千円

億

千

,

百万

千円

億

(2) 営業上の負債

ア 支 払 手 形

イ 買 掛 金

ウ 短期借入金

オ 未 払 金

カ 前 受 金

キ そ の 他

エ 長期借入金

千

,

百万

千円

億

千

,

百万

千円

億

千

,

百万

千円

億

千

,

百万

千円

億

千

,

百万

千円

億

千

,

百万

千円

億

千

,

百万

千円

億
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